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7 セブン・イレプン・ジャパン（つづき）
d) ドミナント戦略の功罪
セプン・イレプンは店舗展開にあたり，一定の地域に，集中的に出店する
方式， “ドミナント”をとっている。 この地域的な集中出店は，都県という
範疇より一つの区，一つの市にまずドミナントをかける。最初は東京の江東
区を固めることからスクートした。加盟店舗数は， 3,452店舗 (63年8月12
日現在）であるが， 20都道県にしか出店しておらず， 特に東京都， 神奈川
県，埼玉県，千葉県， 北海道， 福岡県 (200店以上）等に集中しており，ま
(1) 
だ大阪府，京都府，愛知県等27府県には出店していない。
ドミナント方式の狙いは4つあるといわれる。すなわち①ー店舗当たりの
広告コスト低減，③商品配送の効率化，⑧オペレーション・フィールド・カ
ウンセラー (OFC)による加盟店サービスの実効上昇，④同じ看板の密集に
(2) 
よるイメージ上の相乗効果といわれるが，そのうちでも③の商品配送の効率
化が一番重要なボイントである。ある地域に加盟店が集中していると短い距
離で効率よく納品でき，配送コストが低減できる。小口配送のロスの分が取
り戻せる。新しい店ができても，すでにドミナントができていると，それほ
ど配送Jレートは変わらないので，納品時間も大きく変わることも少ない。特
に，弁当，おにぎりなどの鮮度が勝負の商品は， 1日に2回， 3回と定時配
達するので， 集中形， 短距離配送が（そのためにはドミナントであること
が）必須な条件である。
「POSの発注内容に100%合った納品，発注量に 100彩合った納品の完遂
(1) 国友隆一著「セブン・イレブンの POS革命」 (1986ばる出版） pp.192~194
「情報経営革命」（コンピュー トピア 1988.10)P.48,セプン・イレプン提供資料
(2) 緒方知行著「セプン・イレプン流通情報戦略」・ (1985TBS プリクニカ） pp.
160~161 
岩淵明男著「セプン・イレプンシステム流通革命」 (1987オー エス出版） pp.
128~135 
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を目指す」，「きわめて，男性的に，大胆に，システムを組み，女性的すぎる
ほど，細やかに実行している。」「どんなにすぐれた技術を駆使した POSシ
ステムを導入し， 本部やベンダーとネットワークを組んでも」「納品システ
ムが曖昧な状態」ではすべて「水泡に帰し」，「巨大なシステムもガラクタに
(3) 
変じる。」
セプン・イレプンの POSシステムと物流システム（企業戦略の一要素と
(4) 
しての物流）が「うまく噛み合い，お互にビーンと張りつめて， ワンセット
で回転しいてるから活きている。その結果，初めて，死に筋商品をいち早く
カットし， 在庫減（有効在庫増）， 売上増を達成できる。」 POS導入の本来
(5) 
の目的の達成も物流システムの円滑な回転があればこそである。 (POSにつ
いては後記する。）
ところでドミナント方式は，セプン・イレブン本部，ベンダー，加盟店の
3者すべてにとって完全な最良の方式であろうか。
セプン・イレブンのドミナントを一番恐れているのは，ローソンやKマー
ト，ファミリーマートではなく，セブン・イレプンのオーナーであるといわは。）
「本部としては，旧来の店のチャージ分が減っても，新規の店のチャージ
分が見込める。それに， ドミナントによる配送効率がアップするというメリ
ットも。」しかしごく近くに（場合によっては道路を隔てた自分の店の近く
に）新たに出店された側としては大変である。「セプン・イレプンの本部は，
“加盟小売店”との共存共栄を標榜しているが， ドナミント戦略は弱肉強食
(7) 
といった一面をもっている。」（この点については，チャージの問題，契約更
新の問題と関連させて更に後記する。）
(3) 国友隆一著前掲書 pp.199~200
(4) 中田信哉著「戦略的物流の構図」 (1987白桃書房） pp.13~20
(5) 国友隆一著前掲書 pp.199~200
(6) 同上 P.195
(7) 同上 P.198
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e) ペンダー（配送機能付き問屋）システム
「補給部隊の伴わない戦は‘‘負け戦”となる。店はつくっても，そこに効
率よく密度の高い商品のデリバリ...:.サービスがなければ，店の能力は弱休な
ものになってしまう。」そのためには「商品デリバリーのムリをペンダー」
に依存するため， 「揺るぎない確固たる方針， それを現実のものとしていく
ための妥協を許さぬ厳しい姿勢と， 一方では柔軟性をもった説得」で， 「ペ
ンダー（配送付き問屋）システム」構築の戦略，戦術の思想を早くから打ち
だした。
問屋やメーカーをベンダーとして組織化（集約化）し，異なった業種の納
入業者の共同（同じ配送頻度，同じ配送条件の温度帯，同じ配送Jレートのも
のは混載）配送（従来のメーカー別，業種別に編成していた問屋を，地域ご
とに代表となる問屋に集約する「窓口問屋」制， または「共同配送センク
一」の採用）まで実硯し， 「流通の再編成に自ら主導権を握って手をつけよ
うとした」「流通へのヘゲモニーを握ろうとする一種の流通革命への挑戦」
である。
「このベンダー システムをペースとして， セプン・イレブンの加盟店
は，コンビニエンス ストアの生命線である，①小ロット納品，③商品の高
（注）
回転と鮮度の維持， ⑧品切れの防止， を可能とすることになる。（図21参
照）」（これが完備しておればこそ，後記の POSとの結びつきが生きてく
る。）
ペンダーを二種類に大別して，組織化をはかっている。一つはナショナル
プランドを扱うベンダー，一つは弁当，おにぎりなどの米飯食やお惣菜など
（注）
のオリジナルなディリー食品のベンダーである。前者については，一つのメ
（注） 鮮度の維持のため廃棄処分品の出る場合もある。この点については，瀬戸山玄
著「東京ゴミ袋」 (1988文藝春秋） pp.139~149
（注）年末年始，盆時期，さらに災害時のために，ヘリコプクーによる空輸という，
流通業界では初めての思い切った試みを昭和63年に三浦半島にある30のチェー ン
店を対象に行ったことがマスコミの話題になった。 （塩沢茂著前掲書 pp.66
~68) 
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ーカー系列の商品の川上から川下へのクテの流れにのせるだけでは商品ロッ
トにならないので， それに他のメーカー商品をドッキングさせる方向で集約
化をはかり，後者については， 商品の性格上， 「硯地調達的要素」を強くし
て， 「出店地域の広がりとともに地域それぞれの優れた業者をペンダーとし
て選択」する方向になっている。 そして「ファース・フ-ドの全売上に占め
る比率が高まっている関係もあって， ディリー食品を扱うベンダーの比率は
(8) 中田信哉，野沢連次共著「伸びる問屋はどこが遮うか」 (1987こう書房） P.39
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(9) 
高まっている」し，数も増えている。
f) ロイヤリティ，チャージは高いか
粗利分配（チャージ）比率は，表5に示された通りであるが，水道光熱費
の80彩を本部が負担していることと，テレビ宣伝費（年間5雌ぽ円）がすべて
(10) 
表5 セブンイレブンチャージ内容
1加盟店 1本 部 Iチャージ％ チャージ％
基本チ．ャージ| 55彩 |45彩 I 
24時間営業店適用 ぢ翡~ I●▲4:委 I 
インセンティプ チャージ I +1彩 ▲ 1% 
(5年経過店で日販30万以上） 58% 1 42彩
主:プチャージ ＋ 1～2彩 ▲ 1~2彩
環認゜ 00万 i塁） 59~60彩 41~40彩
水道光熱費 十 5彩▲ 5%
80％本部負担 64~65彩 36~35%
16年目から 5年間 ＋ 4％ ▲ 4彩
6年 ～ 10年目 ＋ 1％ ▲ 1% 
11年 ～ 15年目 ＋ 1彩 ▲・ 1彩
備
16時間営業店
24時間営業店は全体の
75彩
?
年間平均 350万
(350万X0.8=280万
粗利益に対し平均 5%)
荒利益額最低保証年額 1,600万円， 24時間店 1,800万円（当初 1,100万円）
解約金 15年以下 (4カ月の事前通告期間） 5年未満平均月額チャージ 5カ月分
5年以上 2カ月分
16年以降 (1年間の事前通告期間）解約金なし
（通告期間なし ）チャージ 2カ月分
(9) 緒方知行著前揚書 (1985)pp. 68~71 
岩淵明男著前掲書 pp.136~142
国友隆一著前掲書 pp.166~170
塩沢茂著「セプン・イレブンオーナー懇親会」 (1988講談社） pp.202~204
小倉正男著「イトーヨーカ堂グループの秘密」 (1988こう書房） pp.155~162
(10) 塩沢茂著同上 P.220,pp.34~町
緒方知行著同上 pp.182~183
小倉正男著同上 pp.133-136
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本部負担であることが特徴である。その他，チャージに含まれるものと，ォ
ーナー負担になる営業費の内訳は表6のごとくになっている。
(11) 
表6 チャージとオーナー負担営業費
あなたの売上高
ー販売商品仕入原価
売上総利益
セプンーイレプン・チャージ
●商標の使用許諾料
●設備の経費
●定期棚卸サービス
●マーチャンダイジング
●広告
●会計簿記サーピス
●経営相談サーピス
●水道光熱費(80%)
●損害保険料
●報告用書式、帳票類
●コンピューク・コスト
Cタイプの契約の場合には、以上の
ほかに、店舗の土地・建物の経費お
よび特定項目のメインテナンス費が、
セプンーイレプン・チャージに含ま
れます。
(11) 緒方知行著同上 P.187
オーナー営業費
●従業員給料、社会保険料
●施設管理者賠償責任保険料
生産物賠償責任保険料
●棚卸増減、不良品
●消耗品
●電話料
●建物、設備、営業用具等の
保全費用
●清掃費
●許認可料
●印紙税
●現金過不足
●不渡小切手
●雑費
●水道光熱費（当社負担分を
除く）
●利息
＊土地・建物の資金についての利
息は、この契約書で定める営業
費に含みません。
＊一部がオーナーの負担になりま
す。
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チャージ率が果して高いか，安いかは， ノウハウという無形の価値，加盟
店の発注に正確，迅速に対応できるシステム化された納入方法（商品，仕入
先斡旋，品揃えのノウハウを含む），配送方法， POSシステム等のコンピュ
ター バックアップ体制， 宣伝広告（昭和62年1月～12月のテレビ CM総
数は， ローソンの約4.7倍，ファミリーマートの約5.3倍），簿記会計サービ
ス（半月， 1カ月ごとの各店別P/L,B/S,商品報告書，商品動向分析表，
日別在庫高一覧表，仕訳一覧表， 仕入元帳などの提供）， 継続的経営相談，
販売協力（フィールドカウンセラーなど，店舗オペレーションサービス），
オーナー・ヘルプ制度（急用や病気などでオーナー不在の場合，営業代行す
る）等に関する価値観の問題である。
セプン・イレプンでは， 「本部企業が優れたノウハウ業と， ソフトウェア
業としてやっていく（つまり， 加盟店に対して価値の高いサービスができ
る）ためには， それだけのチャージ率は必要最低限のものである。」「つま
り，継続したイノベーション投資の原資として，これだけはどうしても必要............... 
であり，それは必ずオーナーに他では得られない大きなメリットとして還元
(12) 
される（傍点引用者）。」と考えている。
もちろんイノベーションを継続し，業績が向上し，蓄積，余力が進めば，
チャージ率の低減という加盟店への利益還元を考え，すでに表5に示された
ような段階的な低減策をとっている。
「ノウハウ業であり， 永遠のイノベーションが生命」だから， 「イノペー
ション投資の原資を削ってまでチャージ率を安くし，それをもって同業各社
との加盟店獲得の競争手段にはしない。」「チャージ率の低さは短期的にみれ
ばオーナーには有利にみられるかも知れないが，長期的にはわれわれの方が
大きなメリットを提供できる」という断固たる姿勢，揺るぎない信念を示し
(13) 
ている。
鈴木敏文社長は「われわれには二種類のお客がいる」と言う。つまり，加
(12) 緒方知行著同上 pp.194~195
(13) 同上 P.196
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盟するオーナーと，その加盟店を利用する購買客である。加盟店の売上，利
益は， その店を利用するお客の支持があってこそである。「したがって，セ
プン・イレプン・ジャパンの責務は，各加盟店が競争市場の中でお客に選択
され，支持される条件をつくりあげることである。すなわち，個々の加盟店
が優れた価値を持つ店になることなのだ。」市場条件， お客のニーズは時代
とともに刻々変化していく。その変化に対応して立ち遅れることのないよう
に，一時的なものでなく，加盟店のバックアップを続け，世間水準なみ以上
の所得の上昇（業績の向上）を得られるようにしなければ，加盟しているメ
リットはないし，基本的には加盟店のオーナーとその家族の生活がそこにか
かっている。
ドミナント方式において， 本部はトータル方式を考えているのではない
か， と指摘される色彩もあると述ぺたが， フランチャイズ チェーンの場
合，ー店舗の業績悪化でも，それはその加盟店にとっては死活問題である。
たとえ店舗数が硯在のように多くなっても，それを構成する一店舗の業績悪
化も許されない。効率の悪い設備を整理し，新しい技術などを取り入れ効率
の良い設備を建設するスクラップ・アンド・ビルドをしたり，前記のごとく
最低保証制度ももうけている。
「店数の変化X時間軸の変化という掛け算の中でわれわれは常に変化対応
を考えなければならない」，「われわれの最大の競争相手は，お客のニーズで
ある」，「停滞は脱落であり，死減への道につながる。変化の中で立ち止まる
ことは許されない。それでよい，というひと時の安らぎもそこにはないので
ある。」という責任観が「厳しいビジネスヘの取り組み姿勢のベース」とな
っていると社長は強調する。
また「その変化の中で一店ー店に業績を恒常的に保証し続けることが，ぃ
かに大変なことであるか」，「その意味では十字架を背負っている企業といっ
ても過言ではないのである。」「その厳しさの自覚，責任の自覚，そして，こ
のビジネスを通じての小規模零細店の活力化，活性化の理念が，変化対応の
キィとなる情報システムを中心としたセプン・イレプン・ジャパンの，休む
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ことのないノウハウ開発， ソフト開発推進のエネルギー源となっている。」
「そして，この情報を軸とした経営の精度の高さが高収益を生む，ソフトウ
ェア業としてのセプン・イレプン・ジャパンの体質と休力をつくり上げたの
(14) 
だ。」とも言う。
g) 長時間営業と契約更新の問題
小規模零細店がフランチャイズ・チェーンに加盟し，たしかに高収益をあ
げるようになった（例えば，平均的な数字として， 日販約50万円，年商1億
8,250万円，乎詢荒利益率が26.9％とすると平均荒利益額4,900万円， 45％チ
ャージとする荒利益額の取り分は 2,700万円， それからローン支払，オーナ
(15) 
ー負担営業費が差引かれる）が，最低16時間， 24時間，年中無休の営業にど
う対応していくか，また15年前に契約した各オーナーの高年齢化にあたって
の契約更新の問題がある。
年中無休，長時間営業を可能にするための不可欠のワークスケジュール，
シフト制の経営ノウハウを作成している。すなわち，例えば日販50万円の店
舗で， 「オーナー 7時間，社員9時間， （いずれも女子）パート 1人目 7時
間， 2人目 6時間， 3人目， 4人目 3時間， 5人目 4時間， 6人目 3時間，
7人目は男子2時間，合計44時間」というのがあり，その組み合わせはオー
ナーの力量，仕事の仕方で幾通りにも出来る。ただし問題は，ォーナーがパ
ートタイマーなど他人を上手に使える，使用人を信用し，会計をまかせるか
どうかにかかっている。
本部も加盟の条件のチェックリストとして，①人物，⑧立地条件，⑧資産
内容（資金の有無ではなく， 大きな借金の有無）を重要な項目としている
が，特に①を重視し，人的資源において，マイナス チェックのボイントと
して， （i）人を使えない人， （i)年齢 (50歳以上），血評判のよくない人9 (iv）一
獲千金型の人，（V）夫婦仲の悪い人，をあげている。
(14) 同上 pp.40~44
(15) 同上 P.184
情報ネットワークと企業経営 (N)（中辻） (377)227 
従来パパママ ストアーとしてやってきた人の中には， 「パートタイムも
使えない。結局は，長時間営業を自分たちだけでやり，家族や団楽，コミュ
ニケーションが崩れ， 肉体的疲労も重なり， ダメになっていくケースが多
い。特に，金銭を他人にさわらせない，という感覚では，セプン・イレプン
ビジネスは円滑にいかなくなってしまうのである。」「もちろん，人を使った
経験のないォーナーでもパートクイマーの活用できるバックアップ態勢は，
教育，マニュアル，さらにトータルシステムそのものといったように整備さ
れている。」
本部が理想的なオーナーとしているのは， 「パートタイマーなどの他人を
上手に活用して，オーナーは夫婦揃って年一回ぐらいは海外旅行に行けるよ
うな人である。」しかし「現実はそうもいかない。」という声もあるようであ
る。
第二の年齢制限は，コンピュータがシステムのベースとなっている機械の
取り扱いに関する理解に対するハンディがある，履行上のシステムによるチ
ェーン経営についていけない，というネックである。
第五の夫婦仲は，ほとんど奥さんが店に出るし，小売店の商いの成否は奥
さんで決まるといわれるし，女子のパートタイマーとの関係で奥さんの人柄
が大きく影響する。それ故，加盟にあたって，本部は夫婦揃っての面接，さ
(16) 
らに最初のオーナー教育研修も夫婦同伴となっている。
契約期間 (15年間）が満了するチェーン店は，表7から単純計算すると，
64年の15店から65年54店， 66年130店， 70年になると 239店に上る。これら
の店舗のオーナーは契約更改者となるだろうか。前記のごとく，契約条件，
解約金制度の優遇処置もあるが，長時間，無休営業に対してのオーナーの年
齢と後継者（家族とともに従業員を含めて）の問題にかかっているのではな
(16) 坂口義弘著「ローソン， ファミリーマートがセプン・イレプンにどうしても勝
てない事情」 (1987あっぷる出版社） pp.69~93
緒方知行著前掲書 pp.167~172,p. 205 
塩沢茂著前掲書 pp.133~137
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かろうか。新契約条項で実質
的に収入は増加するとしても，
あくまで分配比率の上昇であ
り，売上の低下は根本的に問
題となる故，いままで以上の
努力が必要であり，年齢的に
はますますきびしくなる。
ほとんどのオーナーが，持
株会制度に入会して株主にな
っている。業績アップにつれ
（注）
て株価は急上昇している。い
まや千株を持っていると担当
の資産である。さらにオーナ
(17) 
表7 年度別純増店舗数と契約期間満了年度
年度 I純増店舗数（店） I契約期間満了年度
49 15 
L 
64 
50 54 65 
51 130 66 
52 176 67 
53 216 68 
54 210 69 
55 239 70 
56 266 71 
57 337 72 
58 358 73 
59 298 74 
60 352 75 
61 313 76 
62 340 77 
一夫婦のための保障と老後の安定および従業員の福利厚生を目的とした保障
制度がある。従業員の定着問題とのからみから，彼等の共済制度の強化，福
利厚生，保養施設の建設等の要望も強いが，これらの株主制度，保険制度も
(18) 
更改時の大きな判断材料の一つになるだろう。
h) 「総合店舗情報（ネットワーク）システム」への道程
セプン・イレブンの情報システムの特徴について，緒方知行氏は次のよう
に述べている。
「精緻な情報システム開発のプロセスは， フィールドである店舗の商品動.................. 
向の把握を通じて自前の市場情報を得るという課題への絶えざる挑戦そのも
のであった。 ....... 
こうした情報がベースとなって，商品の適確な補充発注へとつながり，そ
(17) 塩沢茂著同上 P.39
（注） 1989年（乎成元年） 6月16日硯在 6,850円
(18) 塩沢茂著同上 pp.56~63, 229~235 
情報ネットワークと企業経営 (N)（中辻） (379)229 
............... 
れを軸としてベンダー システムは効率よく動く。加盟店の品揃えやサービ........ 
ス レペルも向上し，販売力が強化され，作業の効率もアップしてくる。も
ちろん，自前のデークの存在は， ‘‘お客を知る”ための前提であり， そこか
ら，本部の優れたマーチャンダイジングカが生まれ，対メーカー発言力もア
ップしてくる。」
「売れる商品を必要なだけクイムリーに仕入れることによって，品切れが
なく，商品回転率は高まり，在庫負担は少なくなる。常に新鮮な商品が，刻
(19) 
々の変化に対応して品揃えされることになる。」（傍点引用者）
売れる商品を品切れなく，しかも在庫を少なくし（在庫減，ただし有効在
庫増・売上増）， 遅滞なく商品を提供しつづけること （多品種の商品を小口
に多頻度に調達）ができるサービス（物流サービスが関心を呼び，物流力が
問われるのもこのためであり，前記のごとく，ペンダー ジステムの改革も
そこにある， まさに戦略的な取り組みである）， そのためには当然売れ行き
状況（しかも単品ごとの）可能な限りリアルクイムな把握（実需を知る）が
不可欠である。 そのための情報システムの構築である。あくまで生産， 販
売， 物流という各活動が， 「一つの基準」のもとに管理されるシステムをバ
(20) 
ックアップするための情報システムである。
「小売業は情報産業であり，変化対応産業である」として，お客のニーズ
を基点として，すべてを考え，さまざまなシステム（ドミナント方式，ペー
ダーを巻き込んだ合理的な配送システム等）をトークルに管理するための経
営システム，それを支援する情報システムの構築である。
「創業いらい足かけ15年にわたる歴史の中で，その累積投資の最も大きな
ものは，加盟店を情報で武装するためのものであった。」
「それこそが，加盟店個々に，激しい時代の中で，厳しい市場の選択に応
えながら，競争力を持ち，活力ある商いで業績を実硯していくことが出来る
(19) 緒方知行著前掲書 P.104
(20) 湯洩和夫，大規憲昭共著「無在庫経営への挑戦」 (1988白桃書房）
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(21) 
唯一の方策だと考えたからである。」と緒方氏は述べる。
セプン・イレプンの現在の「総合店舗情報（ネットワーク）システム」ま
でには，種々の道程を経た，多くの経験の積み重ねである。
商品発注について，セプン・イレブンも最初は，原始的な方法を採用して
いた。電話発注方式であり，本部も商品動向の目安となるデークの収集も回
収した納品伝票のデークをコンピュークに入力してゆく方法を採用してい
た。電話方式は発注する方も受注する側も大変であった。 (52年2月まで約
3年間つづいた。その段階で，加盟店の数は199店になっていた。）
次いで，ほぼ全単品を一覧表化した発注用の紙片（スリップ）にそれぞれ
の発注量を記入する「スリップ・オーダ一方式」を採用した。ディストリッ
クト・オフィス（地区事務所）の回収担当者が加盟店に集めに回り，地区ご
とに磁気テープに入力し，電話回線を利用して本部のコンピュークに送り，
本部ではそれを基にして，各加盟店ごとの仕入れ伝票と発注集計表を作成，
各ベンダーにそれを本部で手渡し，各店に納入する，という手順であった。
数多くのメリットを持っていたこのシステムも加盟店の増加とともに限界が
あることが明らかであり，新しいシステムの開発の努力が行われた。
日本電気の協力により開発した「クーミナルセプン」が53年に登場した。
キャッシュ・レジスターをちょっと大きくした大きさで，事務所の机の上に
置けるディスク・トップ型であった。これは当時としては画期的な方式であ
り，各加盟店と本部，地区，地域オフィス，さらに各ベンダーを含めてネッ
トワークする史上初の多店舗ォンライン システムである（この開発につい
ての苦心談は各参考文献に紹介されている。）。
各店ごとの発注デークの集計，ベンダーごとの発注総量の指示，配送順の
仕分けリストによる発注システムが作成され， ムダのない生産休制， 発注
—納品サイクルの短縮，本部における商品動向把握のための資料，顧客の
ニーズに近づける体制の基礎が構築された。
親会社のイトーヨーカ堂のコンピュークの活用から，情報処理業者の野村
(21) 緒方知行著「小売業これからこう変わる」 (1989講談社） P.176
情報ネットワークと企業経営 (N)（中辻） (381)231 
コンピューク システムにデーク処理を移管した。所有よりも活用という一
貫した方針がここにもあらわれている。
クーミナルセプンの導入で，発注業務のコンピューク化をはかりかなり機
動的にはなったが， さらに新しいネットワーク システムの構築を検討し
た。それは発注に基づいたデークは，あくまで加盟店が販売したいと考えて
いる希望の数字であり， 実際に売れた数字とはス・レが生ずる。「いつ」，「ど
んな商品が」，「いくつ」，「どんな人に」売れたかをリアルクイム（即時）に
近い形で的確に把握するシステムを構築し， 「死に筋商品」の排除， 特にフ
ァースト・フードの過剰仕入れによる売れ残り廃棄，過少仕入れが原因の売
り切れによる販売機会損失防止等のロスの削減を目標とした。 そのために
は， 販売時点の情報をすぐその場で入力する POS(Point of Sales,販売
時点情報管理）システムの導入が不可欠となる。 だが， POSシステムを導
入しても，そのデークが必要な形に加工され，加盟店に提供されなければ意
味がない。（図22参照）「総合店舗情報（ネットワーク）システム」構築への
第一歩である（昭和57年9月）。（加盟店数57年2月1,306店， 58年2月1,643
店）
〔通産省による POSの定義〕光学的自動読み取り方式のレジスクーにより，単品別
に収集した販売情報や仕入れ，配送などの段階で発生する各種の情報をコンピューク
に送り，各部門がそれぞれの目的に応じて有効利用できるような情報に処理， 加工
し，伝達するシステム。
この「総合店舗情報（ネットワーク）システム」は，① POSシステム，
③新発注システム (EOBシステム＝エレクトロニック・オーダー・プッキ
ング＝電子発注台帳システム）， ⑧従業員勤怠管理システム， ④単品棚卸し
管理システムの四つからなる。
この四つのうち柱となるのは POSシステムである。 POSシステムの導
入によって，単品管理ができ，発注数量と販売数量の差が確認できるように
なり，売れ筋商品だけではなく，死に筋商品もわかり，デークは分析，加工
されて，客層別，時間帯別，地域別などの商品デークが，加盟店にフロッピ
ー・ディスクで提示されるようになった。
磁2(382) 第 34巻第 2 号
(22) 
図22 POSデータの多面的利用方法 (1個のインプットの多面的利用）
POS情報を活かした品揃えのために欠かせないのが， より効率的で迅速
な発注――—納品休制で，そのために第二弾として EOB システムが導入され
た（昭和58年）。 EOBシステムの登場で，発注作業は店頭で実際に商品の売
(22) 荒川圭基著「POSマーケティング戦略」 (1985ダイヤモンド社） P.15
情報ネヅトワークと企業経営 (N)（中辻） (383)233 
上，在庫状況と過去の実績とを確恩しながら行えるようになり，商品動向を
きめ細かくつかんだ正確な発注という， システムと人とが一休となった体制
図23
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店舗内POSシステム
①ターミナルコントローラー(TC)③EOB（電子発注台帳）
②POSレジスター ④グラフィックパソコン
3 公衆回線（電話回線）
ITDM（インテリジェンス時分割中継装置） （ ）地区事務所
①データの内容により、送信先を自動的に指示 4800B PS専用回線
②複数のデータの内容を自動的に比較、遅く届
いたものでも、急ぎのものなら早く送る
③全国に15ヶ所あり、 1ユニットで180店まで
カバーできる
t 9800BPS専用回線
サプセンター （ ）ペンダー
①日本電気のACQ S350（分散処理プロセッサ 公衆回線（電話回線）
）ーを設置
②首都圏 3 ヶ所、札幌・仙台・大阪•福岡の 7
ヶ所にある
t 9600BPS専用回線（但し、首都圏のサプセンターとは4800PBS 
ホストコンピュータ 専用回線）
①野村コンピュータシステム(ACO S350) 
t 9800BPS専用回線
セプンイレプン本社
(23) 国友隆一著 前掲書 P.85
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づくりが促された。
それから 2年後の昭和60年4
月には，新しい双方向多目的
POSレジスターの導入を開始
し，レベルアップをはかり，さ
らに店舗用のグラフ情報コンピ
ュータ（カラー・グラフィック
・パソコン）を導入して，販売
実績をみやすく，理解しやすい
表8 セブン・イレブンの POS分析情報一覧
1. デイリー商品別売り切れ時刻表
2. 梢報分類別時間帯売上分析表
3. 時間帯別客層別販売実績表
4. 情報分類別単品分析
5. 情報分類別死に筋商品一覧
6. 商品廃棄分析情報
7. 情報分類別販売10週間推移
8. 単品別販売10日間推移
9. 日別時間帯別単品販売情報
10. 雑誌販売情報
グラフで表示するようにした。 I 11. 実績変更業務
ネットワーク回線の複合化によ
る通信能力も拡大した。 （図 23参照）
POSシステムで蓄積されたデータは，あくまで販売されたデータであり，
それを活用して将来（明日，明後日）の販売数量を予測するためには， POS
分析情報システム（表8参照）を目的に応じて呼び出し，生かしていく努力
が必要である。
最近多くなってきたファミコン，パソコンによる証券ホームトレードの場
合，昨日までの動向はつかめても，今日，明日どうなるか，何を売買するか
は，その人の経験，知識によらざるを得ないのと同様である。
岩淵明男氏は「変化対応のメカニズム」に関して次のように述べている
(pp.93~95)。
「POSシステムを導入すれば， 変化にいかに対応するかという答えが出
るという考えは間遮っている。 POSシステムはあくまで個店の発注によっ
て，商品が納入され，それがどれだけ売れたかという『結果』を教えてくれ
るだけなのだ。」「問題は， POSシステムから得られた販売結果を次の発注
にどう活かすかである。個店の発注は，それぞれの個店が，あくまで独自の
判断で行う。」 POSシステムのデータをはじめ，ありとあらゆるさまざまな
条件が考慮される。「発注はいってみれば個店段階での変化対応策」である。
情報ネットワークと企業経営 (N)（中辻） (385)235 
各個店では POS分析情報システムを活用して， 「発注が適切であったかど
うか，つまり変化対応策が正しかったかどうかを確駆，検証する」ことに習
熟し，積極的に活用しなければならない。それでもそれは決して新しい発注
一変化対応策を教えてくれるものではない。「その店独自の変化に対する
新たな仮説を立て，それに基づいて新たに発注という変化対応策を打ち出さ
なければならない。」「変化に対応するということは，そうした作業をエンド
レスにつづけていくことである。」
(POS, EOBシステムの活用例については， 種々紹介されているので，
(24) 
それらの文献を参照されたい。）
情報ネットワークのサービス レペルの向上は，今後も必要であるが，シ
ステム規模の巨大化と，コスト面，開発面での負荷の増大を生み，次のよう
な問題点がある，と指摘される。
「①システム規模の巨大化に伴うコスト負担・開発負担の増大
，，‘ード投資・ソフト投資の増大と開発期間の増大によるコスト増及び開発
バックログの増大
•デークボリュームの増加，信頼性向上の為のネットワーク投資の増大
・ソフト開発の生産性の向上，パッケージ及びツールの充実が望まれる
•開発生産性と活用効果の高い情報システム体系の必要性 (AI 等）
Rシステムの高度化とシステム活用効果の拡大の必要性
情報システム化の対象の拡大と詳細化に伴うシステム依存度，貢献度の増
大の必要性に対応する情報化技術の未整備
• AI技術の開発等，システム活用効果の向上の為の技術開発の促進
(24) 緒方知行著前掲書 (1985)pp.104~155, (1989) pp.196~206 
岩淵明男著前掲書 pp.92~95, 142~211 
国友隆一著前掲書 pp.48~161, 201~222 
塩沢茂著前掲書 pp.153~160
小倉正男著前掲書 pp.162~177
NHK取材班編「コンピュークーが世界を変える 1」(1988角川書店） p.20~
35 
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?
）
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情報ネットワークと企業経営 (N)（中辻） (387)237 
•マンーマシンインクーフェースの整備（音声，イメージ等）
•ネットワークマネジメント技術の拡充
•マイクロメインフレームリンク技術の推進によるネットワーク機能の整
合化
③回線サービスの不適合
店舗規模が小さく専用線等高速回線の利用は出来にくい。受発注等のトラ
フィックは一定時間に集中するが，平均的なトラフィックは小さい。
•回線サービスのメニューが不十分
・ニューサービスをサボートするリアルオンライン・画像通信等の回線サ
ービスコストに耐えられない
•通信コストの増大化が避けられない
④ VAN活用の制約
VANサービスの活用は，ネットワークを手軽に活用できる点でメリット
が大きい。また，業種・業界内での共通のニーズを集約し，定型の通信基盤
を提供する上で社会的にも大きな意義を持っているが，事業そのものが緒に
ついたばかりということもあり，下記の様な問題点を抱えていることも事実
である。
•VAN サービスのコスト高
•レスボンスタイム・アクセスポイントの不足
•システム開発カ・運用面での迅速性，柔軟性の未整備
⑥企業間接続・異機種間接続の調整
企業間の調整・技術的問題も多く，企業間接続といっても単なるデーク交
換の域を出ないのが実情である。企業相互の有機的システム結合が今後の課
題といえる。
•システムの整合性と活用効果増大の為に，ベンダー・メーカーシステム
へのパッケージ提供又は個別対応が必要
•異機種間接続，ハードレベルアップ時の互換性の問題
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。プロトコール標準化の未整備
• OSIの推進（異機種間接続， アプリケーション結合， マルチメディア
接諮」
（つづく）
(26) セプン・イレプン・ジャパン提供資料（資料提供については，システム開発部
碓井誠氏業務本部広報担当秋山英敏氏の御協力による）
